
業務棚卸評価シート 1/12

25年度 26年度 27年度 122,535 122,535 179,125 179,125

1 総
戸籍法に基づ
く各種届に係
る事務

戸籍法に基づく
戸籍簿の適正な
管理と住民が日
本国民であるこ
とを公証する。

届出人
等

定
例
定
型

届出書取扱日数 ３６５日 ３６５日 ３６６日 26,312 ３６５日

戸籍法に基づき、戸籍
届出受付、審査等の事
務処理を適切に行い、
戸籍簿を適正に管理
し、成果が出ている。

Ａ 24,322

業
務
計
画

あり(25
年度に追
加)

不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

1
戸籍法に基づ
く各種届に係
る事務

戸籍届出の受付
(平日8:30～
17:00受領)

業務の取扱日
数
（年間）

２７２日 ２７２日
戸籍届出の受付
(平日8:30～
17:00受領)

業務の取扱日
数
（年間）

２７１日

業
務
計
画

予
算
な
し

1
戸籍法に基づ
く各種届に係
る事務

戸籍届出の受付
（受領）
（平日17:00～
22:00及び土日・
休日の8:30～
22:00の受領）

業務の取扱日
数
（年間）

３６５日 ３６５日 2,759

戸籍届出の受付
（受領）
（平日17:00～
22:00及び土日・
休日の8:30～
22:00の受領）

業務の取扱日
数
（年間）

３６５日 2,933

業
務
計
画

維
持

1
戸籍法に基づ
く各種届に係
る事務

戸籍届出の受付
（受領）
（平日22:00～
8:30及び休日の
22:00～8:30の受
領）

業務の取扱日
数
（年間）

３６５日 ３６５日

戸籍届出の受付
（受領）
（平日22:00～
8:30及び休日の
22:00～8:30の受
領）

業務の取扱日
数
（年間）

３６５日

業
務
計
画

予
算
な
し

1
戸籍法に基づ
く各種届に係
る事務

戸籍届出の審
査、受理

戸籍の審査件
数（年間）

11,000件 10,894件
戸籍届出の審
査、受理

戸籍の審査件
数（年間）

11,000件

業
務
計
画

予
算
な
し

1
戸籍法に基づ
く各種届に係
る事務

戸籍届出の審
査、受理に伴う
死体埋火葬許可
証の発行
(平日8:30～
17:00）

死体埋火葬許
可証数（年
間）

1,900件 1,504件

戸籍届出の審
査、受理に伴う
死体埋火葬許可
証の発行
(平日8:30～
17:00）

死体埋火葬許
可証数（年
間）

1,600件

業
務
計
画

予
算
な
し

1
戸籍法に基づ
く各種届に係
る事務

戸籍届出の本人
確認通知書の作
成及び通知

本人確認通知
件数
（年間）

1,800件 1,749件
戸籍届出の本人
確認通知書の作
成及び通知

本人確認通知
件数
（年間）

1,800件

業
務
計
画

予
算
な
し

1
戸籍法に基づ
く各種届に係
る事務

他市区町村への
関係届出書等の
送付

他市区町村へ
の届出書等の
送付件数
（年間）

5,000件 5,370件
他市区町村への
関係届出書等の
送付

他市区町村へ
の届出書等の
送付件数
（年間）

5,500件

業
務
計
画

予
算
な
し

1
戸籍法に基づ
く各種届に係
る事務

他市区町村から
送付された関係
届出書の処理

本籍地での処
理件数（年
間）

3,300件 3,232件
他市区町村から
送付された関係
届出書の処理

本籍地での処
理件数（年
間）

3,300件

業
務
計
画

予
算
な
し

1
戸籍法に基づ
く各種届に係
る事務

戸籍簿の作成
（戸籍届出に基
づく戸籍の関連
事項の入力業
務）

戸籍の入力件
数
（年間）

11,000件 10,894件

戸籍簿の作成
（戸籍届出に基
づく戸籍の関連
事項の入力業
務）

戸籍の入力件
数
（年間）

11,000件

業
務
計
画

予
算
な
し

1
戸籍法に基づ
く各種届に係
る事務

戸籍簿の作成
（戸籍の記載確
認、副本の法務
局への送付及び
その他届出に伴
う事務）

戸籍の記載確
認件数
（年間）

11,000件 10,894件

戸籍簿の作成
（戸籍の記載確
認、副本の法務
局への送付及び
その他届出に伴
う事務）

戸籍の記載確
認件数
（年間）

11,000件

業
務
計
画

予
算
な
し

1
戸籍法に基づ
く各種届に係
る事務

戸籍法に基づく
事務の運営に係
る庶務

予算等の執行
平成２６年
４月

平成２６年
４月

19,708
戸籍法に基づく
事務の運営に係
る庶務

予算等の執行
平成２７年
４月

21,142

業
務
計
画

維
持

1
戸籍法に基づ
く各種届に係
る事務

戸籍副本データ
管理システムの
構築・運用及び
戸籍総合システ
ムの一部改修

戸籍副本デー
タ管理システ
ム運用開始

平成２５年
１０月

平成２５年
１０月

3,845
戸籍副本データ
管理システムの
運用

戸籍副本デー
タ管理システ
ム運用日数
（年間）

３６５日 247

業
務
計
画

維
持

1
戸籍法に基づ
く各種届に係
る事務

戸籍受付から決
裁までの運用の
見直しによる業
務の効率化で戸
籍完成までの日
数を短縮

戸籍受付から
完成までの日
数

９日→５日 ９日→５日

戸籍受付から完
成までの処理に
おける事務の効
率化

戸籍受付から
完成までの日
数

５日

業
務
計
画

あり(25
年度に追
加)

⑥市役所の変
革

５日
戸籍完成ま
での日数 25

審査から新戸
籍完成までの
業務の流れを
見直し、業務
間のフォロー
体制を確立
し、戸籍完成
までの日数を
９日から５日
に短縮を図り
ます。

予
算
な
し

2 総

戸籍法に基づ
く戸籍謄本等
の交付に係る
事務

戸籍法に基づく
戸籍簿の適正な
管理と住民が日
本国民であるこ
とを公証する。

本籍を
有する
者等

定
例
定
型

証明等の作成件
数

45,000件 45,000件 45,000件 46,345件

戸籍法に基づき戸籍謄
本の交付事務等の事務
処理を適正に行い、成
果が出ている。

Ａ なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し

2

戸籍法に基づ
く戸籍謄本等
の交付に係る
事務

戸籍・除籍謄抄
本、身分証明等
の交付申請の受
付

業務の取扱日
数
（年間）

３５９日 ３５９日

戸籍・除籍謄抄
本、身分証明等
の交付申請の受
付

業務の取扱日
数
（年間）

３５９日

予
算
な
し

2

戸籍法に基づ
く戸籍謄本等
の交付に係る
事務

戸籍・除籍謄抄
本、身分証明等
の作成・審査・
交付

証明等の作成
件数（年間）

45,000件 46,345件

戸籍・除籍謄抄
本、身分証明等
の作成・審査・
交付

証明等の作成
件数（年間）

45,000件

予
算
な
し

3 総

住民基本台帳
法に基づく各
種届に係る事
務

住民基本台帳法
に基づく住民に
関する記録の適
正な管理と居住
関係を公証す
る。

届出義
務者等

定
例
定
型

住民票への記録
件数 37,000件 37,500件 38,000件 28,629 30,141件

住民基本台帳法に基づ
き住民異動届の受付・
審査等の事務処理を適
切に行い、住民記録を
適正に管理し、成果が
出ている。

Ａ 33,260

業
務
計
画

あり 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

②
ニ
ー

ズ

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

事業の
方向性

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

目標値
(第2次実施計画)

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

市民課

戸籍・住民基本台帳事務を迅速・正確に行う

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

市民課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

①
目
的
達
成

必要性

実績

予
算
の
方
向
性

平成２６年度計画

業
務
計
画

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

③
成
果

活動ごとの
予算額
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25年度 26年度 27年度 122,535 122,535 179,125 179,125

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

②
ニ
ー

ズ

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

事業の
方向性

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

目標値
(第2次実施計画)

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

市民課

戸籍・住民基本台帳事務を迅速・正確に行う

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

市民課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

①
目
的
達
成

必要性

実績

予
算
の
方
向
性

平成２６年度計画

業
務
計
画

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

③
成
果

活動ごとの
予算額

3

住民基本台帳
法に基づく各
種届に係る事
務

住民異動届の受
付

業務の取扱日
数
（年間）

２７２日 ２７２日
住民異動届の受
付

業務の取扱日
数
（年間）

２７１日

業
務
計
画

予
算
な
し

3

住民基本台帳
法に基づく各
種届に係る事
務

住民票の作成及
び記載内容の審
査及び住民票へ
の記録、市町村
間の通知事務

住民票への記
録件数
（年間）

37,000件 30,141件

住民票の作成及
び記載内容の審
査及び住民票へ
の記録、市町村
間の通知事務

住民票への記
録件数
（年間）

37,500件

業
務
計
画

予
算
な
し

3

住民基本台帳
法に基づく各
種届に係る事
務

住民基本台帳法
に基づく事務の
運営に係る庶務

予算等の執行
平成２６年
４月

平成２６年
４月

12,556
住民基本台帳法
に基づく事務の
運営に係る庶務

予算等の執行
平成２７年
４月

15,279

業
務
計
画

あり
①事業実施主
体の最適化

742千円

市が直接窓
口配布用封
筒を作成し
た場合に要
する経費

25

窓口配布封筒
の製作及び無
償提供に関す
る協定書を民
間事業者と締
結し、広告主
の募集から封
筒作成まで民
間事業者が行
う。

維
持

3

住民基本台帳
法に基づく各
種届に係る事
務

外国人住民への
住民票コードの
付番に係る事務

件数 1,500件 1,433件

業
務
計
画

3

住民基本台帳
法に基づく各
種届に係る事
務

証明書交付事務
等への非常勤嘱
託職員の活用

活用日数
（年間）

２４４日 ２４４日 11,267

証明書交付事務
等への非常勤嘱
託職員の活用

活用日数
（年間）

２４４日 12,329

業
務
計
画

維
持

3

住民基本台帳
法に基づく各
種届に係る事
務

住民基本台帳
データ入力業務
（委託）

活用日数
（年間）

２４８日 ２４８日 4,806
住民基本台帳
データ入力業務
（委託）

活用日数
（年間）

２４８日 5,652

業
務
計
画

維
持

3

住民基本台帳
法に基づく各
種届に係る事
務

番号制度に伴う
住民記録システ
ムの改修

改修時期 平成２７年
３月

業
務
計
画

予
算
な
し

4 総

住民基本台帳
法に基づく住
民基本台帳
カードの交付
に係る事務

住民基本台帳法
に基づく住民に
関する記録の適
正な管理と居住
関係を公証す
る。

住民登
録を有
する者

定
例
定
型

住基カード交付
枚数

2,500枚 2,600枚 2,700枚 2,278枚

住民基本台帳カードの
普及促進を図るため、
積極的な周知・啓発を
行うなど、適切に事務
処理を行い、成果が出
ている。

Ａ
あり（２
６年度に
追加）

不可 未 高 中 高 現状維持

予
算
な
し

4

住民基本台帳
法に基づく住
民基本台帳
カードの交付
に係る事務

住民基本台帳
カード交付申請
の受付

受付業務日数
（年間）

２７２日 ２７２日
住民基本台帳
カード交付申請
の受付

受付業務日数
（年間）

２７１日

予
算
な
し

4

住民基本台帳
法に基づく住
民基本台帳
カードの交付
に係る事務

住民基本台帳
カード交付申請
の審査及びカー
ドの作成等

カードの作成
枚数

2,500枚 2,278枚

住民基本台帳
カード交付申請
の審査及びカー
ドの作成等

カードの作成
枚数

2,600枚

予
算
な
し

4

住民基本台帳
法に基づく住
民基本台帳
カードの交付
に係る事務

住民基本台帳
カードの交付及
び手数料の収納

カードの交付
枚数

2,500枚 2,278枚
住民基本台帳
カードの交付及
び手数料の収納

カードの交付
枚数

2,600枚

あり（２
６年度に
追加）

⑥市役所の変
革

2,600枚

住民基本台
帳カードの
交付枚数
（平成26年
度）

26

ポスターやパ
ンフレット、
市ホームペー
ジ等でのＰＲ
によりコンビ
ニ交付サービ
スの周知を図
り、サービス
に必要な住民
基本台帳カー
ドの普及促進
を図る。

予
算
な
し

4

住民基本台帳
法に基づく住
民基本台帳
カードの交付
に係る事務

住民基本台帳
カードの普及促
進

普及促進期間
平成２６年
３月

平成２６年
３月

住民基本台帳
カードの普及促
進

普及促進期間
平成２７年
３月

あり（２
６年度に
追加）

⑥市役所の変
革

3か所

住民基本台
帳カードの
申込受付場
所

27

新設される出
張所での住民
基本台帳カー
ドの申込受付
を可能とす
る。

予
算
な
し

5 総

住民基本台帳
法に基づく住
民票等の写し
の交付に係る
事務

住民基本台帳法
に基づく住民に
関する記録の適
正な管理と居住
関係を公証す
る。

届出義
務者等

定
例
定
型

住民票等の写し
の作成 82,500件 83,000件 83,500件 3,246 88,605件

住民基本台帳法に基づ
き、住民票の写し等の
申請受付・交付事務等
を適切に行い、成果が
出ている。

Ａ 3,532 なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

5

住民基本台帳
法に基づく住
民票等の写し
の交付に係る
事務

住民票等の写し
の交付申請の受
付

受付業務日数
（年間）

２７２日 ２７２日
住民票等の写し
の交付申請の受
付

受付業務日数
（年間）

２７１日

予
算
な
し

5

住民基本台帳
法に基づく住
民票等の写し
の交付に係る
事務

住民票等の写し
の作成及び交付

住民票等の写
しの作成
（年間）

82,500件 88,605件
住民票等の写し
の作成及び交付

住民票等の写
しの作成
（年間）

83,000件

予
算
な
し

5

住民基本台帳
法に基づく住
民票等の写し
の交付に係る
事務

ドメスティッ
ク・バイオレン
ス及びストー
カー行為等の被
害者の保護のた
めの措置

受付業務日数
（年間）

２７２日 ２７２日

ドメスティッ
ク・バイオレン
ス及びストー
カー行為等の被
害者の保護のた
めの措置

受付業務日数
（年間）

２７１日

予
算
な
し

5

住民基本台帳
法に基づく住
民票等の写し
の交付に係る
事務

証明書交付事務
等への臨時職員
の活用

活用日数
（年間）

２４４日 ２４４日 1,764

証明書交付事務
等への臨時職員
の活用

活用日数
（年間）

２４４日 3,532
維
持
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25年度 26年度 27年度 122,535 122,535 179,125 179,125

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

②
ニ
ー

ズ

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

事業の
方向性

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

目標値
(第2次実施計画)

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

市民課

戸籍・住民基本台帳事務を迅速・正確に行う

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

市民課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

①
目
的
達
成

必要性

実績

予
算
の
方
向
性

平成２６年度計画

業
務
計
画

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

③
成
果

活動ごとの
予算額

5

住民基本台帳
法に基づく住
民票等の写し
の交付に係る
事務

証明書交付事務
等への臨時職員
の活用

活用日数
（年間）

２４４日 ２３４日 1,482

6 総
電子証明書の
写しの交付に
係る事務

市民の利便性を
図るため、電子
申請により住民
基本台帳法に基
づく住民に関す
る記録の適正な
管理と居住関係
を公証する。

申請者

定
例
定
型

交付件数 1,200件 1,300件 1,400件 1,475件

電子証明書交付申請の
多い繁忙時期において
は、第２・第４の土曜
開庁においても交付事
務を拡大して実施し
た。また、事前周知を
図ることで効率的に事
務を行った。

Ａ なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し

6
電子証明書の
写しの交付に
係る事務

交付申請の受付
受付業務日数
（年間）

２４４日 ２４４日 交付申請の受付
受付業務日数
（年間）

２４４日

予
算
な
し

6
電子証明書の
写しの交付に
係る事務

電子証明書の写
しの作成

電子証明書の
写しの作成件
数
（年間）

1,200件 1,475件
電子証明書の写
しの作成

電子証明書の
写しの作成件
数
（年間）

1,300件

予
算
な
し

6
電子証明書の
写しの交付に
係る事務

電子証明書の写
しの交付及び手
数料の収納

電子証明書の
写しの交付件
数
（年間）

1,200件 1,475件
電子証明書の写
しの交付及び手
数料の収納

電子証明書の
写しの交付件
数
（年間）

1,300件

予
算
な
し

7 総

住民基本台帳
法に基づく住
民基本台帳の
一部の閲覧に
係る事務

住民基本台帳の
一部の閲覧に関
し、個人情報の
保護を図り、適
切な事務処理を
行う。

市民、
事業者
等

定
例
定
型

受付日数
９０日 ９０日 ９０日 ９４日

住民の基本的人権の尊
重及びプライバシー保
護を図り、閲覧事務及
び閲覧簿の管理を適切
に行った。

Ａ なし 不可 未 中 中 高 現状維持

予
算
な
し

7

住民基本台帳
法に基づく住
民基本台帳の
一部の閲覧に
係る事務

閲覧申請の受付
受付日数
（年間）

９０日 ９４日 閲覧申請の受付
受付日数
（年間）

９０日

予
算
な
し

7

住民基本台帳
法に基づく住
民基本台帳の
一部の閲覧に
係る事務

閲覧申請の審査
及び許可

閲覧の許可期
限

受付後３週
間以内

受付後３週
間以内

閲覧申請の審査
及び許可

閲覧の許可期
限

受付後３週
間以内

予
算
な
し

7

住民基本台帳
法に基づく住
民基本台帳の
一部の閲覧に
係る事務

閲覧（一般と公
用）受付及び閲
覧件数等の確認
及び手数料の収
納

閲覧の件数 1,200件 2,136件

閲覧（一般と公
用）受付及び閲
覧件数等の確認
及び手数料の収
納

閲覧の件数 1,200件

予
算
な
し

8 総

茅ヶ崎市印鑑
条例に基づく
印鑑の登録に
係る事務

茅ヶ崎市印鑑条
例に基づく印鑑
登録の適正な事
務処理を執行
し、市民サービ
スに供する。

１５歳
以上の
住民

定
例
定
型

登録証の交付件
数

8,400件 8,500件 8,600件 8,451件

茅ヶ崎市印鑑条例施行
規則を、住民基本台帳
カードの利用に関する
条例の制定に伴い一部
改正するなど、適正に
印鑑登録事務を行っ
た。

Ａ
業
務
計
画

なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し

8

茅ヶ崎市印鑑
条例に基づく
印鑑の登録に
係る事務

登録申請及び廃
止届の受付

受付日数
（年間）

２７２日 ２７２日
登録申請及び廃
止届の受付

受付日数
（年間）

２７１日

業
務
計
画

予
算
な
し

8

茅ヶ崎市印鑑
条例に基づく
印鑑の登録に
係る事務

登録申請及び廃
止届の確認及び
台帳の整理、原
票の管理等

登録申請件数
（年間）

8,400件 8,451件

登録申請及び廃
止届の確認及び
台帳の整理、原
票の管理等

登録申請件数
（年間）

8,500件

業
務
計
画

予
算
な
し

8

茅ヶ崎市印鑑
条例に基づく
印鑑の登録に
係る事務

印鑑登録証の交
付等

登録証の交付
件数

8,400件 8,451件
印鑑登録証の交
付等

登録証の交付
件数

8,500件

業
務
計
画

予
算
な
し

9 総

茅ヶ崎市印鑑
条例に基づく
印鑑登録証明
書の交付に係
る事務

茅ヶ崎市印鑑条
例に基づく印鑑
登録の適正な事
務処理を執行
し、市民サービ
スに供する。

１５歳
以上の
住民

定
例
定
型

証明書の交付件
数

56,000件 57,000件 58,000件 51,803件

茅ヶ崎市印鑑条例施行
規則を、住民基本台帳
カードの利用に関する
条例施行規則の制定に
伴い一部改正するな
ど、適切に証明書の交
付事務を行った。

Ａ なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し

9

茅ヶ崎市印鑑
条例に基づく
印鑑登録証明
書の交付に係
る事務

証明書の交付申
請の受付

受付日数
（年間）

３５９日 ３５９日
証明書の交付申
請の受付

受付日数
（年間）

３５９日

予
算
な
し

9

茅ヶ崎市印鑑
条例に基づく
印鑑登録証明
書の交付に係
る事務

証明書の作成、
交付及び手数料
の収納

証明書の交付
件数

56,000件 51,803件
証明書の作成、
交付及び手数料
の収納

証明書の交付
件数

57,000件

予
算
な
し

10 総
特別永住許可
に係る事務

特別永住者も住
民基本台帳制度
の対象となるこ
とにより、住民
基本台帳法に基
づく住民に関す
る記録の適正な
管理を実施す
る。

特別永
住者

定
例
定
型

新規・異動の処
理 60件 60件 60件 10件

平成２４年７月の住民
基本台帳法等の改正に
よる、特別永住許可の
対象者の異動届につい
て、関係法令に基づい
た適正に事務処理を
行った。

Ａ なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し

10
特別永住許可
に係る事務

申請等の審査、
記載及び管理

新規・異動の
処理
（年間）

60件 10件
申請等の審査、
記載及び管理

新規・異動の
処理
（年間）

60件

予
算
な
し
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25年度 26年度 27年度 122,535 122,535 179,125 179,125

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

②
ニ
ー

ズ

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

事業の
方向性

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

目標値
(第2次実施計画)

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

市民課

戸籍・住民基本台帳事務を迅速・正確に行う

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

市民課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

①
目
的
達
成

必要性

実績

予
算
の
方
向
性

平成２６年度計画

業
務
計
画

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

③
成
果

活動ごとの
予算額

11 総
諸証明の交付
に係る事務

身分証明、不在
住・不在籍、そ
の他の証明の交
付申請に適正な
事務処理を執行
し、市民サービ
スに供する。

市民等

定
例
定
型

証明書の作成件
数 8,850件 8,900件 8,950件 7,394件

諸証明の交付事務につ
いて、茅ヶ崎市手数料
条例に基づく手数料の
徴収を含め、適正に事
務処理を行った。

Ａ なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し

11
諸証明の交付
に係る事務

証明書の交付申
請の受付

受付日数
（年間）

２７２日 ２７２日
証明書の交付申
請の受付

受付日数
（年間）

２７１日

予
算
な
し

11
諸証明の交付
に係る事務

証明書の作成
証明書の作成
件数
（年間）

8,850件 7,394件 証明書の作成
証明書の作成
件数
（年間）

8,900件

予
算
な
し

11
諸証明の交付
に係る事務

証明書の交付及
び手数料の収納

適切に交付で
きた割合

１００％ １００％
証明書の交付及
び手数料の収納

適切に交付で
きた割合

１００％

予
算
な
し

12 総

相続税法第５
８条第１項の
規定に基づく
通知に係る事
務

相続税法５８条
に基づき、相続
税の課税資料に
なる死亡者及び
失踪者の通知を
税務署に行う。

税務署

定
例
定
型

通知書の作成件
数

１２回 １２回 １２回 １２回

関連する市民税課及び
資産税課と連携をと
り、適切に通知等の事
務処理を行った。

Ａ なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し

12

相続税法第５
８条第１項の
規定に基づく
通知に係る事
務

通知書の作成及
び通知

通知書の作成
回数

１２回 １２回
通知書の作成及
び通知

通知書の作成
回数

１２回

予
算
な
し

13 総
人口動態調査
令に基づく人
口動態調査

市町村長が人口
動態調査統計を
作成し、保健衛
生等の行政施策
基礎資料として
活用する。

神奈川
県

定
例
定
型

調査票の作成回
数

２４回 ２４回 ２４回 ２４回
データ抽出作業の改善
を図り、適切に調査報
告を行った。

Ａ なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し

13
人口動態調査
令に基づく人
口動態調査

人口動態調査票
の作成

調査票の作成
及び送付回数

２４回 ２４回
人口動態調査票
の作成

調査票の作成
及び送付回数

２４回

予
算
な
し

14 総

後見登記・破
産者・犯罪人
記録、保管事
務

地方検察庁等か
らの通知に基づ
き、破産者名簿
を作成し、選挙
権及び被選挙権
の資格調査や法
律等の資格調査
に適正に対応す
る。

本籍を
有する
者

定
例
定
型

通知に対する名
簿の作成割合

１００％ １００％ １００％
１００％
（338件）

名簿を一部変更し、適
切に事務処理を行い、
成果が出ている。

Ａ なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し

14

後見登記・破
産者・犯罪人
記録、保管事
務

裁判所・市区町
村からの通知に
よる破産者名簿
の作成及び保管

通知に対する
名簿の作成割
合

１００％
１００％
（338件）

裁判所・市区町
村からの通知に
よる破産者名簿
の作成及び保管

通知に対する
名簿の作成割
合

１００％

予
算
な
し

15 総
住居表示に係
る事務

建築確認申請さ
れた新築住宅等
について、合理
的な住居表示を
設定することに
より市民の利便
性を高める。

住居表
示実施
済区域
内の住
宅等の
所有者

定
例
定
型

通知件数 1,100件 1,100件 1,100件 1,938 888件

建築確認申請をした建
築主に申請案内を通知
するなど適切に住居表
示事務を行い、成果が
出ている。

Ａ 2,027 なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

15
住居表示に係
る事務

住居表示申請書
の受付

受付日数
（年間）

２７２日 ２７２日
住居表示申請書
の受付

受付日数
（年間）

２７１日

予
算
な
し

15
住居表示に係
る事務

住居表示申請書
の確認、住居番
号の決定及び通
知

住居番号の決
定及び通知件
数

1,100件 888件

住居表示申請書
の確認、住居番
号の決定及び通
知

住居番号の決
定及び通知件
数

1,100件

予
算
な
し

15
住居表示に係
る事務

住居表示台帳の
管理

台帳の管理件
数

1,100件 888件 1,938
住居表示台帳の
管理

台帳の管理件
数

1,100件 2,027
維
持

16 総
住民実態調査
に係る事務

住民基本台帳法
に基づき住民実
態調査を実施
し、常に住民基
本台帳の正確な
記録を確保す
る。

住民登
録者で
不居住
者

定
例
定
型

調査実施回数 ２０回 ２０回 ２０回 １５回
計画的に実態調査を行
い職権消除等の事務を
適切に行った。

Ａ 804 なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

16
住民実態調査
に係る事務

実態調査の実施
調査の実施回
数

２０回 １５回 実態調査の実施
調査の実施回
数

２０回 804
維
持

16
住民実態調査
に係る事務

実態調査による
住民票の職権消
除等の処理

職権消除等の
処理件数

３０件 ４件
実態調査による
住民票の職権消
除等の処理

職権消除等の
処理件数

３０件

予
算
な
し
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25年度 26年度 27年度 122,535 122,535 179,125 179,125

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

②
ニ
ー

ズ

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

事業の
方向性

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

目標値
(第2次実施計画)

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

市民課

戸籍・住民基本台帳事務を迅速・正確に行う

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

市民課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

①
目
的
達
成

必要性

実績

予
算
の
方
向
性

平成２６年度計画

業
務
計
画

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

③
成
果

活動ごとの
予算額

17 総
埋火葬許可証
に係る事務

墓地、埋葬等に
関する法律に基
づく、墓地、火
葬、埋葬等が、
公衆衛生その他
公共の福祉の見
地から、支障な
く行われるよう
にする。

届出人
等

定
例
定
型

業務の取扱日数
３６５日 ３６５日 ３６６日 ３６５日

墓地、埋葬等に関する
法律に基づき適切に事
務処理を行い、成果が
出ている。

Ａ なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し

17
埋火葬許可証
に係る事務

埋火葬許可申請
の受付、審査及
び許可証の発行
（22:00～8:30は
受付のみ）

業務の取扱日
数
（年間）

３６５日 ３６５日

埋火葬許可申請
の受付、審査及
び許可証の発行
（22:00～8:30は
受付のみ）

業務の取扱日
数
（年間）

３６５日

予
算
な
し

18 総
茅ヶ崎市斎場
使用の承認事
務

斎場使用の承認
について、正確
かつ迅速な受
付、審査、許可
証の発行を行
う。

届出人
等

定
例
定
型

業務の取扱日数
３６５日 ３６５日 ３６６日 ３６５日

斎場の使用承認につい
て、電話予約から許可
証発行まで、適切に事
務処理を行い、成果が
出ている。

Ａ なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し

18
茅ヶ崎市斎場
使用の承認事
務

斎場使用承認申
請の受付、確認
及び許可証の発
行
（22:00～8:30は
受付のみ）

業務の取扱日
数
（年間）

３６５日 ３６５日

斎場使用承認申
請の受付、確認
及び許可証の発
行
（22:00～8:30は
受付のみ）

業務の取扱日
数
（年間）

３６５日

予
算
な
し

19 総
小和田市民窓
口センターの
運営

諸証明等の発行
や各種届出業務
を行い、高齢者
社会等への対応
や市民の利便性
の向上を図る。

市民等

定
例
定
型

証明書の交付件
数 14,000件 1,200件 5,774 16,317件

より身近な生活圏域で
の証明発行や市税等の
収納業務を実施し、成
果がでている。

Ａ 3,806 なし 不可 完 高 高 高 終了

予
算
な
し

19
小和田市民窓
口センターの
運営

戸籍、住民基本
台帳、印鑑登
録、税に関する
証明書の交付申
請の受付

受付日数
（年間）

２４４日 ２４４日

戸籍、住民基本
台帳、印鑑登
録、税に関する
証明書の交付申
請の受付

受付日数
（年間）

２３日

予
算
な
し

19
小和田市民窓
口センターの
運営

戸籍、住民基本
台帳に関する証
明書の作成及び
交付、手数料の
収納

証明の交付件
数
（年間）

14,000件 16,317件

戸籍、住民基本
台帳に関する証
明書の作成及び
交付、手数料の
収納

証明の交付件
数
（年間）

1,200件

予
算
な
し

19
小和田市民窓
口センターの
運営

印鑑登録に関す
る証明書の作成
及び交付、手数
料の収納

証明の交付件
数
（年間）

11,000件 10,642件

印鑑登録に関す
る証明書の作成
及び交付、手数
料の収納

証明の交付件
数
（年間）

1,000件

予
算
な
し

19
小和田市民窓
口センターの
運営

市民税・県民税
証明書の引渡し
及び手数料の収
納（Ｈ18.7から
業務の取扱）

証明書の引渡
し件数
（年間）

1,700件 2,160件

市民税・県民税
証明書の引渡し
及び手数料の収
納（Ｈ18.7から
業務の取扱）

証明書の引渡
し件数
（年間）

150件

予
算
な
し

19
小和田市民窓
口センターの
運営

市税等公金の収
納

取扱件数
（年間）

1,600件 1,928件
市税等公金の収
納

取扱件数
（年間）

150件

予
算
な
し

19
小和田市民窓
口センターの
運営

（仮称）市民セ
ンターへの統合
に向けた準備

準備の時期
平成２６年
３月

平成２６年
３月

予
算
な
し

19
小和田市民窓
口センターの
運営

証明書交付事務
等への非常勤嘱
託職員の活用

活用日数
（年間）

２４４日 ２４４日 1,762

証明書交付事務
等への非常勤嘱
託職員の活用

活用期間 平成２６年
４月

予
算
な
し

19
小和田市民窓
口センターの
運営

市民窓口セン
ター事務所の賃
借

賃借期間

平成２５年
４月から平
成２６年３
月

平成２５年
４月から平
成２６年３
月

2,843
市民窓口セン
ター事務所の賃
借

賃借期間

平成２６年
４月から平
成２６年８
月

1,441

予
算
な
し

19
小和田市民窓
口センターの
運営

市民窓口セン
ターの管理運営
にかかる庶務

予算等の執行
平成２６年
４月

平成２６年
４月

1,169
市民窓口セン
ターの管理運営
にかかる庶務

予算等の執行
平成２６年
８月

365

予
算
な
し

19
小和田市民窓
口センターの
運営

市民窓口セン
ター内装撤去工
事

予算等の執行
平成２６年
８月

2,000

予
算
な
し

20 総
茅ヶ崎駅前市
民窓口セン
ターの運営

諸証明等の発行
や各種届出業務
を行い、高齢者
社会等への対応
や市民の利便性
の向上を図る。

市民等

定
例
定
型

証明の交付件数
29,000件 29,000件 29,000件 3,863 38,723件

利便性の高い場所での
証明発行や市税等の収
納業務を行うととも
に、受付時間の延長や
土曜日、休日の開庁を
実施し、成果がでてい
る。

Ａ 3,017 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

20
茅ヶ崎駅前市
民窓口セン
ターの運営

戸籍、住民基本
台帳、印鑑登
録、税に関する
証明書の交付申
請の受付

受付日数
（年間）

３５９日 ３５９日

戸籍、住民基本
台帳、印鑑登
録、税に関する
証明書の交付申
請の受付

受付日数
（年間）

３５９日

予
算
な
し

20
茅ヶ崎駅前市
民窓口セン
ターの運営

戸籍、住民基本
台帳に関する証
明書の作成及び
交付、手数料の
収納

証明の交付件
数
（年間）

29,000件 38,723件

戸籍、住民基本
台帳に関する証
明書の作成及び
交付、手数料の
収納

証明の交付件
数
（年間）

29,000件

予
算
な
し
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25年度 26年度 27年度 122,535 122,535 179,125 179,125

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

②
ニ
ー

ズ

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

事業の
方向性

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

目標値
(第2次実施計画)

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

市民課

戸籍・住民基本台帳事務を迅速・正確に行う

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

市民課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

①
目
的
達
成

必要性

実績

予
算
の
方
向
性

平成２６年度計画

業
務
計
画

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

③
成
果

活動ごとの
予算額

20
茅ヶ崎駅前市
民窓口セン
ターの運営

印鑑登録に関す
る証明書の作成
及び交付、手数
料の収納

証明の交付件
数
（年間）

22,000件 22,105件

印鑑登録に関す
る証明書の作成
及び交付、手数
料の収納

証明の交付件
数
（年間）

23,000件

予
算
な
し

20
茅ヶ崎駅前市
民窓口セン
ターの運営

市民税・県民税
証明書の引渡し
及び手数料の収
納（Ｈ18.7から
業務の取扱）

証明書の引渡
し件数
（年間）

3,000件 3,703件

市民税・県民税
証明書の引渡し
及び手数料の収
納（Ｈ18.7から
業務の取扱）

証明書の引渡
し件数
（年間）

3,600件

予
算
な
し

20
茅ヶ崎駅前市
民窓口セン
ターの運営

市税等公金の収
納

取扱件数
（年間）

5,300件 5,973件
市税等公金の収
納

取扱件数
（年間）

6,000件

予
算
な
し

20
茅ヶ崎駅前市
民窓口セン
ターの運営

証明書交付事務
等への非常勤嘱
託職員の活用

活用日数
（年間）

２４４日 ２４４日 3,720

証明書交付事務
等への非常勤嘱
託職員の活用

活用日数
（年間）

２４４日 2,837
維
持

20
茅ヶ崎駅前市
民窓口セン
ターの運営

市民窓口セン
ターの管理運営
にかかる庶務

予算等の執行
平成２６年
４月

平成２６年
４月

143
市民窓口セン
ターの管理運営
にかかる庶務

予算等の執行
平成２７年
４月

180
維
持

21 総
萩園市民窓口
センターの運
営

諸証明等の発行
や各種届出業務
を行い、高齢者
社会等への対応
や市民の利便性
の向上を図る。

市民等

定
例
定
型

証明の交付件数
3,950件 3,950件 3,950件 2,397 4,640件

より身近な生活圏域で
の証明発行や市税等の
収納業務を実施し、成
果がでている。

Ａ 2,476 なし 不可 未 中 中 中 現状維持
維
持

21
萩園市民窓口
センターの運
営

戸籍、住民基本
台帳、印鑑登
録、税に関する
証明書の交付申
請の受付

受付日数
（年間）

２４４日 ２４４日

戸籍、住民基本
台帳、印鑑登
録、税に関する
証明書の交付申
請の受付

受付日数
（年間）

２４４日

予
算
な
し

21
萩園市民窓口
センターの運
営

戸籍、住民基本
台帳に関する証
明書の作成及び
交付、手数料の
収納

証明の交付件
数
（年間）

3,950件 4,640件

戸籍、住民基本
台帳に関する証
明書の作成及び
交付、手数料の
収納

証明の交付件
数
（年間）

3,950件

予
算
な
し

21
萩園市民窓口
センターの運
営

印鑑登録に関す
る証明書の作成
及び交付、手数
料の収納

証明の交付件
数
（年間）

3,500件 3,301件

印鑑登録に関す
る証明書の作成
及び交付、手数
料の収納

証明の交付件
数
（年間）

3,500件

予
算
な
し

21
萩園市民窓口
センターの運
営

市民税・県民税
証明書の引渡し
及び手数料の収
納（Ｈ18.7から
業務の取扱）

証明書の引渡
し件数
（年間）

500件 673件

市民税・県民税
証明書の引渡し
及び手数料の収
納（Ｈ18.7から
業務の取扱）

証明書の引渡
し件数
（年間）

700件

予
算
な
し

21
萩園市民窓口
センターの運
営

市税等公金の収
納

取扱件数
（年間）

800件 961件
市税等公金の収
納

取扱件数
（年間）

900件

予
算
な
し

21
萩園市民窓口
センターの運
営

証明書交付事務
等への非常勤嘱
託職員の活用

活用日数
（年間）

２４４日 ２４４日 1,762

証明書交付事務
等への非常勤嘱
託職員の活用

活用日数
（年間）

２４４日 1,798
維
持

21
萩園市民窓口
センターの運
営

市民窓口セン
ター施設及び設
備等の維持管理
の業務委託
（指定管理者）

委託業務 １０業務 １０業務 543

市民窓口セン
ター施設及び設
備等の維持管理
の業務委託
（指定管理者）

委託業務 １０業務 561
維
持

21
萩園市民窓口
センターの運
営

市民窓口セン
ターの管理運営
にかかる庶務

予算等の執行
平成２６年
４月

平成２６年
４月

92
市民窓口セン
ターの管理運営
にかかる庶務

予算等の執行
平成２７年
４月

117
維
持

22 総
南湖市民窓口
センターの運
営

諸証明等の発行
や各種届出業務
を行い、高齢者
社会等への対応
や市民の利便性
の向上を図る。

市民等

定
例
定
型

証明の交付件数
3,600件 3,600件 2,636 4,292件

より身近な生活圏域で
の証明発行や市税等の
収納業務を実施し、成
果がでている。

Ａ 2,596 なし 不可 完 中 中 中 終了

予
算
な
し

22
南湖市民窓口
センターの運
営

戸籍、住民基本
台帳、印鑑登
録、税に関する
証明書の交付申
請の受付

受付日数
（年間）

２４４日 ２４４日

戸籍、住民基本
台帳、印鑑登
録、税に関する
証明書の交付申
請の受付

受付日数
（年間）

２４４日

予
算
な
し

22
南湖市民窓口
センターの運
営

戸籍、住民基本
台帳に関する証
明書の作成及び
交付、手数料の
収納

証明の交付件
数
（年間）

3,600件 4,292件

戸籍、住民基本
台帳に関する証
明書の作成及び
交付、手数料の
収納

証明の交付件
数
（年間）

3,600件

予
算
な
し

22
南湖市民窓口
センターの運
営

印鑑登録に関す
る証明書の作成
及び交付、手数
料の収納

証明の交付件
数
（年間）

3,000件 2,799件

印鑑登録に関す
る証明書の作成
及び交付、手数
料の収納

証明の交付件
数
（年間）

3,000件

予
算
な
し

22
南湖市民窓口
センターの運
営

市民税・県民税
証明書の引渡し
及び手数料の収
納（Ｈ18.7から
業務の取扱）

証明書の引渡
し件数
（年間）

750件 798件

市民税・県民税
証明書の引渡し
及び手数料の収
納（Ｈ18.7から
業務の取扱）

証明書の引渡
し件数
（年間）

800件

予
算
な
し
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25年度 26年度 27年度 122,535 122,535 179,125 179,125

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

②
ニ
ー

ズ

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

事業の
方向性

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

目標値
(第2次実施計画)

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

市民課

戸籍・住民基本台帳事務を迅速・正確に行う

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

市民課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

①
目
的
達
成

必要性

実績

予
算
の
方
向
性

平成２６年度計画

業
務
計
画

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

③
成
果

活動ごとの
予算額

22
南湖市民窓口
センターの運
営

市税等公金の収
納

取扱件数
（年間）

350件 290件
市税等公金の収
納

取扱件数
（年間）

350件

予
算
な
し

22
南湖市民窓口
センターの運
営

（仮称）市民セ
ンター(浜見平地
区）への統合及
び業務内容を検
討する。

検討の時期
平成２６年
３月

平成２６年
３月

（仮称）浜見平
地区出張所への
統合に向けた準
備

準備の時期
平成２７年
３月

予
算
な
し

22
南湖市民窓口
センターの運
営

証明書交付事務
等への非常勤嘱
託職員の活用

活用日数
（年間）

２４４日 ２４４日 1,782

証明書交付事務
等への非常勤嘱
託職員の活用

活用日数
（年間）

２４４日 1,798

予
算
な
し

22
南湖市民窓口
センターの運
営

市民窓口セン
ター施設及び設
備等の維持管理
の業務委託
（指定管理者）

委託業務 ８業務 ８業務 757

市民窓口セン
ター施設及び設
備等の維持管理
の業務委託
（指定管理者）

委託業務 ８業務 681

予
算
な
し

22
南湖市民窓口
センターの運
営

市民窓口セン
ターの管理運営
にかかる庶務

予算等の執行
平成２６年
４月

平成２６年
４月

97
市民窓口セン
ターの管理運営
にかかる庶務

予算等の執行
平成２７年
４月

117

予
算
な
し

23 総
香川市民窓口
センターの運
営

諸証明等の発行
や各種届出業務
を行い、高齢者
社会等への対応
や市民の利便性
の向上を図る。

市民等

定
例
定
型

証明の交付件数
5,900件 5,900件 1,885 6,527件

より身近な生活圏域で
の証明発行や市税等の
収納業務だけでなく住
所異動や戸籍の届出受
付等を実施し、成果が
でている。

Ａ 1,915 なし 不可 完 中 中 中 終了
減
ら
す

23
香川市民窓口
センターの運
営

戸籍、住民基本
台帳、印鑑登
録、国民健康保
険、税等に関す
る届出及び証明
の受付

受付日数
（年間）

２４４日 ２４４日

戸籍、住民基本
台帳、印鑑登
録、国民健康保
険、税等に関す
る届出及び証明
の受付

受付日数
（年間）

２４４日

予
算
な
し

23
香川市民窓口
センターの運
営

戸籍届、住民異
動の処理

転入届、転出
届、転居届及
び戸籍届の受
領件数
（年間）

360件 247件
戸籍届、住民異
動の処理

転入届、転出
届、転居届及
び戸籍届の受
領件数
（年間）

360件

予
算
な
し

23
香川市民窓口
センターの運
営

戸籍の謄抄本、
住民票の写し等
の作成及び交
付、手数料の収
納

証明の交付件
数
（年間）

5,900件 6,527件

戸籍の謄抄本、
住民票の写し等
の作成及び交
付、手数料の収
納

証明の交付件
数
（年間）

5,900件

予
算
な
し

23
香川市民窓口
センターの運
営

印鑑登録申請及
び廃止届の確認
及び台帳の整
理、原票の管
理、登録証の交
付

登録証の交付
件数
（年間）

250件 192件

印鑑登録申請及
び廃止届の確認
及び台帳の整
理、原票の管
理、登録証の交
付

登録証の交付
件数
（年間）

250件

予
算
な
し

23
香川市民窓口
センターの運
営

印鑑登録に関す
る証明書の作成
及び交付、手数
料の収納

証明の交付件
数
（年間）

4,500件 4,209件

印鑑登録に関す
る証明書の作成
及び交付、手数
料の収納

証明の交付件
数
（年間）

4,500件

予
算
な
し

23
香川市民窓口
センターの運
営

市民税・県民税
証明書の引渡し
及び手数料の収
納（Ｈ18.7から
業務の取扱）

証明書の引渡
し件数
（年間）

1,100件 1,336件

市民税・県民税
証明書の引渡し
及び手数料の収
納（Ｈ18.7から
業務の取扱）

証明書の引渡
し件数
（年間）

1,300件

予
算
な
し

23
香川市民窓口
センターの運
営

国民健康保険被
保険者の資格喪
失及び被保険者
証の作成及び発
行

被保険者証の
発行件数
（年間）

150件 131件

国民健康保険被
保険者の資格喪
失及び被保険者
証の作成及び発
行

被保険者証の
発行件数
（年間）

150件

予
算
な
し

23
香川市民窓口
センターの運
営

埋火葬許可証の
作成及び発行

許可証の発行
件数
（年間）

３件 ０件
埋火葬許可証の
作成及び発行

許可証の発行
件数
（年間）

３件

予
算
な
し

23
香川市民窓口
センターの運
営

茅ヶ崎市斎場使
用承認書の作
成、発行及び使
用料の収納

内容確認、使
用料の徴収件
数

３件 ０件

茅ヶ崎市斎場使
用承認書の作
成、発行及び使
用料の収納

内容確認、使
用料の徴収件
数

３件

予
算
な
し

23
香川市民窓口
センターの運
営

市税等公金の収
納

取扱件数
（年間）

800件 688件
市税等公金の収
納

取扱件数
（年間）

800件

予
算
な
し

23
香川市民窓口
センターの運
営

（仮称）市民セ
ンターへの統合
及び業務内容の
検討

検討の時期
平成２６年
３月

平成２６年
３月

（仮称）香川駅
周辺地区出張所
への統合に向け
た準備

準備の時期
平成２７年
３月

予
算
な
し

23
香川市民窓口
センターの運
営

証明書交付事務
等への非常勤嘱
託職員の活用

活用日数
（年間）

２４４日 ２４４日 1,784

証明書交付事務
等への非常勤嘱
託職員の活用

活用日数
（年間）

２４４日 1,798
減
ら
す

23
香川市民窓口
センターの運
営

市民窓口セン
ターの管理運営
にかかる庶務

予算等の執行
平成２６年
４月

平成２６年
４月

101
市民窓口セン
ターの管理運営
にかかる庶務

予算等の執行
平成２７年
４月

117
減
ら
す
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25年度 26年度 27年度 122,535 122,535 179,125 179,125

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

②
ニ
ー

ズ

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

事業の
方向性

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

目標値
(第2次実施計画)

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

市民課

戸籍・住民基本台帳事務を迅速・正確に行う

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

市民課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

①
目
的
達
成

必要性

実績

予
算
の
方
向
性

平成２６年度計画

業
務
計
画

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

③
成
果

活動ごとの
予算額

24 総

戸籍住民基本
台帳事務用機
器等の業務委
託

市民課業務の円
滑遂行を図るた
め、機器の適正
な管理を行う。

市民等

定
例
定
型

戸籍住民基本台
帳事務用機器等
の委託業務数

６業務 ６業務 ６業務 1,125 ６業務

情報機器の保守点検を
適切に実施し、業務に
支障のないようシステ
ムの適正な管理を実施
した。

Ａ 1,180 なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

24

戸籍住民基本
台帳事務用機
器等の業務委
託

戸籍住民基本台
帳事務用機器等
の業務
（委託）

委託業務 ５業務 ５業務 810

戸籍住民基本台
帳事務用機器等
の業務
（委託）

委託業務 ５業務 856
維
持

24

戸籍住民基本
台帳事務用機
器等の業務委
託

戸籍住民基本台
帳法１９条４項
通知ソフト保守
（委託）

委託業務 １業務 １業務 315

戸籍住民基本台
帳法１９条４項
通知ソフト保守
（委託）

委託業務 １業務 324
維
持

25 総

住民基本台帳
ネットワーク
システム業務
管理

住民基本台帳法
に基づく、住民
基本台帳法ネッ
トワークシステ
ムの業務を遂行
するため、シス
テムの適正な管
理を行う。

市民等

定
例
定
型

住民基本台帳
ネットワークシ
ステム保守工数

２２人日 ２２人日 ２２人日 4,561 ２８人日

適切な保守点検を実施
すことにより、業務に
支障のない住民基本台
帳ネットワークシステ
ムを維持することが出
来た。

Ａ 7,815 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

25

住民基本台帳
ネットワーク
システム業務
管理

住民基本台帳
ネットワークシ
ステム保守業務
（委託）

保守工数 ２２人日 ２８人日 1,838

住民基本台帳
ネットワークシ
ステム保守業務
（委託）

保守工数 ２２人日 2,106
維
持

25

住民基本台帳
ネットワーク
システム業務
管理

住民基本台帳
ネットワークシ
ステム業務にか
かる庶務

住民基本台帳
カード発注数

2,900枚 1,500枚 2,723

住民基本台帳
ネットワークシ
ステム業務にか
かる庶務

住民基本台帳
カード発注数

3,000枚 5,709
維
持

26 総
電子証明書発
行業務管理

電子署名に係る
地方公共団体の
認証業務に関す
る法律に基づく
業務を遂行する
ため、システム
の適正な管理を
行う。

市民等

定
例
定
型

公的個人認証
サービス鍵ペア
装置保守回数

１２回 １２回 １２回 151 １２回

定期的な保守点検を実
施する事により、公的
個人認証サービスの機
能を維持し、特に集中
して使用する期間にお
いては支障を来すこと
なく稼働することがで
きた。

Ａ 156 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

26
電子証明書発
行業務管理

公的個人認証
サービス鍵ペア
装置保守業務
（委託）

保守回数 １２回 １２回 151

公的個人認証
サービス鍵ペア
装置保守業務
（委託）

保守回数 １２回 156
維
持

27 総 各種協議会

県内行政機関と
の情報交換等を
行い、戸籍・住
民基本台帳事務
の適切な運営及
び事務改善を図
る。

県内関
係市

定
例
定
型

協議会への参加
回数・会議等へ
の参加回数

５回
６回

５回
６回

５回
６回 18

５回
６回

戸籍住民基本台帳事務
にかかる他市の状況に
ついて情報交換を行
い、各市の状況につい
て情報を共有し、今後
の検討に向けて有効に
活用することができ
た。

Ａ 18 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

27 各種協議会

神奈川県戸籍住
民基本台帳事務
協議会への参加
及び負担金の支
出

協議会への参
加回数

５回 ５回 8

神奈川県戸籍住
民基本台帳事務
協議会への参加
及び負担金の支
出

協議会への参
加回数

５回 8
維
持

27 各種協議会
湘南地区研究会
への参加及び負
担金の支出

会議等への参
加回数

６回 ６回 10
湘南地区研究会
への参加及び負
担金の支出

会議等への参
加回数

６回 10
維
持

28 総
市民窓口セン
ターの整備・
充実

市民窓口セン
ターを整備・充
実し、諸証明等
の発行や各種届
出業務を行い、
高齢者社会等へ
の対応や市民の
利便性の向上を
図る。

市民等

定
例
定
型

会議開催回数 １２回 １２回 １２回 ７回

課内プロジェクトチー
ムにおいて課題整理を
行い、市民課及び小出
支所連絡調整会議にお
いて取扱業務を協議調
整し、市民窓口セン
ターを含めた今後の方
針の素案を報告書にま
とめた。

Ａ なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

28
市民窓口セン
ターの整備・
充実

市民窓口セン
ターの整備・充
実の検討会議

今後の方針の
素案作成

平成２６年
３月

平成２６年
３月

市民窓口セン
ターの整備・充
実の検討会議

今後の方針案
作成

平成２７年
３月

なし

予
算
な
し

29 総

コンビニエン
スストアでの
住民票の写し
等証明書発行

より身近な生活
圏域でのサービ
スの提供を目指
し、コンビニエ
ンスストアでの
住民票の写し等
の証明発行を実
施する。

市民
政
策
証明書等発行枚
数

300枚 1,800枚 2,400枚 3,329 110枚

平成26年2月よりコンビ
ニエンスストアでの住
民票の写し等の証明発
行サービスを実施する
とともに、サービスに
必要な住民基本台帳
カードの普及促進を行
い、市民の利便性向上
を図るなど成果が出て
いる。

Ａ 19,113

業
務
計
画

あり 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

29

コンビニエン
スストアでの
住民票の写し
等証明書発行

例規関係の整備 条例制定時期
平成２５年
９月

平成２５年
９月

29

コンビニエン
スストアでの
住民票の写し
等証明書発行

コンビニ交付シ
ステム構築

構築時期
平成２６年
１月

平成２６年
１月

2,245
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25年度 26年度 27年度 122,535 122,535 179,125 179,125

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

②
ニ
ー

ズ

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

事業の
方向性

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

目標値
(第2次実施計画)

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

市民課

戸籍・住民基本台帳事務を迅速・正確に行う

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

市民課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

①
目
的
達
成

必要性

実績

予
算
の
方
向
性

平成２６年度計画

業
務
計
画

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

③
成
果

活動ごとの
予算額

29

コンビニエン
スストアでの
住民票の写し
等証明書発行

コンビニ交付シ
ステム運用管理

証明書等発行
枚数

３００枚 １１０枚 1,084
コンビニ交付シ
ステム運用管理

証明書等発行
枚数
（年間）

1,800枚 19,113

業
務
計
画

あり
⑥市役所の変
革

2,400枚
証明書等発
行枚数（平
成27年度）

27

情報システム
の最適化を踏
まえ、ICTを活
用し、平成２
６年２月より
コンビニエン
スストアでの
証明発行サー
ビスを実施す
るとともに、
サービス提供
に必要な住民
基本台帳カー
ドを普及促進
し、市民の利
便性向上を図
る。

維
持

30 総

湘南パスポー
トセンター
（藤沢市・
茅ヶ崎市・寒
川町）の運営
に係る事務

２市１町の広域
連携により湘南
パスポートセン
ターを運営し、
旅券申請に必要
な戸籍謄（抄）
本の発行をワン
ストップサービ
スで行うことで
利用者の利便性
の向上を図る。

市民等

定
例
定
型

戸籍謄（抄）本
の発行件数

2,000件 2,000件 2,000件 13,070 1,074件

旅券申請に必要な戸籍
謄（抄）本の発行をワ
ンストップサービスで
行うことで利用者の利
便性の向上を図ってい
るが、現時点では目標
値には届いていない。
引き続き積極的に周知
を行い、今後成果が見
込める。

Ｃ 14,265

業
務
計
画

なし 済

２市１町の広
域連携により
湘南パスポー
トセンターを
運営

未 高 中 高 現状維持
維
持

30

湘南パスポー
トセンター
（藤沢市・
茅ヶ崎市・寒
川町）の運営
に係る事務

旅券申請に必要
な戸籍謄本、抄
本を発行

戸籍謄（抄）
本の発行件数

2,000件 1,074件 1,428
旅券申請に必要
な戸籍謄本、抄
本を発行

戸籍謄（抄）
本の発行件数
（年間）

2,000件 1,852

業
務
計
画

維
持

30

湘南パスポー
トセンター
（藤沢市・
茅ヶ崎市・寒
川町）の運営
に係る事務

旅券発給業務の
運営

パスポートの
発給件数

8,000件 7,586件 11,642
旅券発給業務の
運営

パスポートの
発給件数
（年間）

9,000件 12,413

業
務
計
画

維
持

31 総

出張所の開設
（旧（仮称）
市民センター
の開設）

既存の市民窓口
センターでの
サービス機能を
更に充実させた
(仮称)市民セン
ターを市内３地
区に設置し、地
域密着型の窓口
サービスを提供
する。
サービス機能の
分散を行うこと
で市役所窓口の
混雑緩和を図
る。

市民
政
策
（仮称）市民セ
ンターの設置

取扱業務の決
定及び設置に
係る事務調整

２か所 １か所 17,301

取扱業務
の決定及
び設置に
係る事務
調整

取扱業務及び運営体制
を決定するとともに、
開設に向けた整備事業
を行った。適正に事務
を行い、効果が出てい
る。

Ａ 40,623

業
務
計
画

あり 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

31

出張所の開設
（旧（仮称）
市民センター
の開設）

取扱業務の決定
及び設置に係る
事務調整

マニュアルの
作成

８月末 ８月末
取扱業務マニュ
アルの活用

取扱業務マ
ニュアルの検
証

平成２７年
３月

業
務
計
画

あり
⑥市役所の変
革

３か所

（仮称）市
民センター
の開設数
（平成２５
年度から２
７年度まで
の累計）

27

・平成２６年
度に(仮称)辻
堂駅周辺地区
市民センター
及び（仮称）
香川駅周辺地
区市民セン
ターの開設
・平成２７年
度に(仮称)浜
見平地区市民
センターの開
設（浜見平地
区複合施設供
用開始と同
時）

予
算
な
し

31

出張所の開設
（旧（仮称）
市民センター
の開設）

（仮称）辻堂駅
周辺地区市民セ
ンターの開設準
備

内装工事の着
手

１１月 １１月 17,301
辻堂駅前出張所
の開設準備

辻堂駅前出張
所の開設

平成２６年
５月

28,564

業
務
計
画

あり
⑥市役所の変
革

３か所

（仮称）市
民センター
の開設数
（平成２５
年度から２
７年度まで
の累計）

27

・平成２６年
度に(仮称)辻
堂駅周辺地区
市民センター
及び（仮称）
香川駅周辺地
区市民セン
ターの開設
・平成２７年
度に(仮称)浜
見平地区市民
センターの開
設（浜見平地
区複合施設供
用開始と同
時）

予
算
な
し

31

出張所の開設
（旧（仮称）
市民センター
の開設）

（仮称）浜見平
地区市民セン
ターの開設準備

浜見平地区複
合施設諸室内
装の仕様決定

１０月上旬 １０月上旬
（仮称）浜見平
地区出張所の開
設準備

平成２７年４
月開設予定の
（仮称）浜見
平地区出張所
の開設準備

平成２７年
３月

12,059

業
務
計
画

あり
⑥市役所の変
革

３か所

（仮称）市
民センター
の開設数
（平成２５
年度から２
７年度まで
の累計）

27

・平成２６年
度に(仮称)辻
堂駅周辺地区
市民センター
及び（仮称）
香川駅周辺地
区市民セン
ターの開設
・平成２７年
度に(仮称)浜
見平地区市民
センターの開
設（浜見平地
区複合施設供
用開始と同
時）

予
算
な
し
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25年度 26年度 27年度 122,535 122,535 179,125 179,125

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

②
ニ
ー

ズ

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

事業の
方向性

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

目標値
(第2次実施計画)

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

市民課

戸籍・住民基本台帳事務を迅速・正確に行う

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

市民課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

①
目
的
達
成

必要性

実績

予
算
の
方
向
性

平成２６年度計画

業
務
計
画

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

③
成
果

活動ごとの
予算額

31

出張所の開設
（旧（仮称）
市民センター
の開設）

（仮称）香川駅
周辺地区市民セ
ンターの開設準
備

関係課との事
務調整

平成２６年
３月

平成２６年
３月

（仮称）香川駅
周辺地区出張所
の開設準備

平成２７年１
０月開設予定
の（仮称）香
川駅周辺地区
出張所の開設
準備

平成２７年
３月

業
務
計
画

あり
⑥市役所の変
革

３か所

（仮称）市
民センター
の開設数
（平成２５
年度から２
７年度まで
の累計）

27

・平成２６年
度に(仮称)辻
堂駅周辺地区
市民センター
及び（仮称）
香川駅周辺地
区市民セン
ターの開設
・平成２７年
度に(仮称)浜
見平地区市民
センターの開
設（浜見平地
区複合施設供
用開始と同
時）

増
や
す

32 総
辻堂駅前出張
所の運営

諸証明等の発行
やライフイベン
トに伴う各種届
出等の受付業務
を行い、身近な
生活圏域での窓
口サービスを提
供し、市民の利
便性の向上を図
る。

市民
政
策

取扱業務数 210業務 210業務 18,200

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

32
辻堂駅前出張
所の運営

戸籍、住民基本
台帳、印鑑登
録、国民健康保
険、税等に関す
る届出及び証明
の受付

受付日数
（年間）

２２１日

業
務
計
画

予
算
な
し

32
辻堂駅前出張
所の運営

戸籍届、住民異
動の処理

転入届、転出
届、転居届及
び戸籍届の受
領件数
（年間）

2,000件

業
務
計
画

予
算
な
し

32
辻堂駅前出張
所の運営

戸籍の謄抄本、
住民票の写し等
の作成及び交
付、手数料の収
納

証明の交付件
数
（年間）

11,100件

業
務
計
画

予
算
な
し

32
辻堂駅前出張
所の運営

印鑑登録申請及
び廃止届の確認
及び台帳の整
理、原票の管
理、登録証の交
付

登録証の交付
件数
（年間）

700件

業
務
計
画

予
算
な
し

32
辻堂駅前出張
所の運営

印鑑登録に関す
る証明書の作成
及び交付、手数
料の収納

証明の交付件
数
（年間）

9,200件

業
務
計
画

予
算
な
し

32
辻堂駅前出張
所の運営

税証明書の発行
及び交付

証明書の引渡
し件数
（年間）

2,400件

業
務
計
画

予
算
な
し

32
辻堂駅前出張
所の運営

国民健康保険被
保険者の資格喪
失及び被保険者
証の作成及び発
行

被保険者証の
発行件数
（年間）

500件

業
務
計
画

予
算
な
し

32
辻堂駅前出張
所の運営

埋火葬許可証の
作成及び発行

許可証の発行
件数
（年間）

５０件

業
務
計
画

予
算
な
し

32
辻堂駅前出張
所の運営

茅ヶ崎市斎場使
用承認書の作
成、発行及び使
用料の収納

内容確認、使
用料の徴収件
数

５０件

業
務
計
画

予
算
な
し

32
辻堂駅前出張
所の運営

市税等公金の収
納

取扱件数
（年間）

1,600件

業
務
計
画

予
算
な
し

32
辻堂駅前出張
所の運営

出張所の窓口取
扱業務

取扱業務数 ２１９業務

業
務
計
画

予
算
な
し

32
辻堂駅前出張
所の運営

証明書交付事務
等への非常勤嘱
託職員の活用

活用日数
（年間）

２２１日 4,385

業
務
計
画

維
持

32
辻堂駅前出張
所の運営

出張所の管理運
営にかかる庶務

予算等の執行
平成２７年
４月

13,815

業
務
計
画

維
持
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25年度 26年度 27年度 122,535 122,535 179,125 179,125

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

②
ニ
ー

ズ

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

事業の
方向性

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

目標値
(第2次実施計画)

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

市民課

戸籍・住民基本台帳事務を迅速・正確に行う

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

市民課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

①
目
的
達
成

必要性

実績

予
算
の
方
向
性

平成２６年度計画

業
務
計
画

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

③
成
果

活動ごとの
予算額

33 総
連携型窓口・
証明発行窓口
の一元化

新庁舎開庁に合
わせ、連携型窓
口の開設・証明
発行窓口の一元
化を目指し、職
員のスキルアッ
プを図るととも
に、窓口の利用
者が効率的に手
続きが行えるよ
うに配慮した窓
口の連携システ
ムの構築に向け
た準備を行う。

市民等
政
策
課内調整会議回
数

６回 ６回 ６回 6,300 ６回

関係課との打ち合わせ
及び視察などを行い、
民間活用なども検討し
た。また、新庁舎開庁
に合わせ窓口連携シス
テムの構築に向けた準
備を行うなど、今後成
果が見込める。

Ａ
業
務
計
画

あり 不可 未 高 高 高 拡大
増
や
す

33
連携型窓口・
証明発行窓口
の一元化

連携型窓口をス
ムーズに運営す
るための職員研
修を含めた検討
会議実施

会議実施回数 ６回 ６回 6,300

連携型窓口をス
ムーズに運営す
るための職員研
修を含めた検討
会議実施

会議実施回数 ６回

業
務
計
画

あり
⑥市役所の変
革

２７年度

新庁舎建設
に合わせた
（仮称）連
携型窓口の
開設

27

新庁舎開庁に
合わせ、連携
型窓口の開
設・証明発行
窓口の一元化
を目指し、窓
口の利用者が
効率的に手続
きが行えるよ
うに配慮した
窓口連携シス
テムの構築の
検討を行う。

増
や
す

33
連携型窓口・
証明発行窓口
の一元化

窓口連携システ
ムの構築に向け
た事務調整

仕様の作成
平成２７年
３月

業
務
計
画

あり
⑥市役所の変
革

２７年度

新庁舎建設
に合わせた
（仮称）連
携型窓口の
開設

27

新庁舎開庁に
合わせ、連携
型窓口の開
設・証明発行
窓口の一元化
を目指し、窓
口の利用者が
効率的に手続
きが行えるよ
うに配慮した
窓口連携シス
テムの構築の
検討を行う。

増
や
す

33
連携型窓口・
証明発行窓口
の一元化

委託業務を含め
た人的資源の最
適化に向けた検
討

検討の時期
平成２６年
３月

平成２６年
３月

窓口業務等を担
う人的資源の最
適化に向けた事
務調整

最適化の検討
の時期

平成２７年
３月

業
務
計
画

あり
⑦総人件費抑
制

２６年度

本市におけ
る市民に最
適なサービ
ズ提供実施
時期

26

窓口業務を含
めた市民課全
業務において
業務分析等を
通じて業務の
特性に応じた
人的資源の最
適配分を検討
するととも
に、他市町村
の窓口業務に
ついて調査・
研究を行い、
最適な窓口
サービスのあ
り方を確立す

増
や
す

33
連携型窓口・
証明発行窓口
の一元化

職員研修の実施 研修回数 ３０回 ４８回 職員研修の実施 研修回数 ３０回

業
務
計
画

予
算
な
し

33
連携型窓口・
証明発行窓口
の一元化

窓口での苦情対
応等会議の開催

会議実施回数 ６回 ６回
窓口での苦情対
応等会議の開催

会議実施回数 ６回

業
務
計
画

予
算
な
し

888 総
災害応急対策
活動

本市域に、地震
動・津波等伴う
諸現象による同
時多発的災害が
発生した場合
に、被害を軽減
し、応急対策活
動を課として迅
速的確に対処す
る。

全市民
等

定
例
定
型

なし

888
災害応急対策
活動

部災害応急対策
活動マニュアル
の検証及び見直
し

マニュアルの
検証及び見直
し時期

四半期毎 四半期毎
応急対策活動マ
ニュアルの充実

マニュアルの
見直し

２６年４月

888
災害応急対策
活動

課内の連絡調整
及び庶務に関す
ること。
部内との連絡調
整に関するこ
と。
本部からの連絡
調整に関するこ
と。

課内各班の配
備状況及び活
動状況の把握
本部、部内か
らの情報伝達
及び連絡

随時 該当なし
応急対策業務の
実施手順の検証

行動手順書の
見直し

２６年４月

888
災害応急対策
活動

市民課関係の被
害状況調査及び
応急対策に関す
ること。

市民課及び各
市民窓口セン
ターの被害状
況の調査
市民課関係の
調査とりまと
め
市民課関係の
応急対策に関
すること

随時 ３回
所属職員の応急
対策業務の実施
手順の習熟

所属内での訓
練・研修実施

１回
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25年度 26年度 27年度 122,535 122,535 179,125 179,125

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

②
ニ
ー

ズ

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

事業の
方向性

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

目標値
(第2次実施計画)

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

市民課

戸籍・住民基本台帳事務を迅速・正確に行う

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

市民課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

①
目
的
達
成

必要性

実績

予
算
の
方
向
性

平成２６年度計画

業
務
計
画

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

③
成
果

活動ごとの
予算額

888
災害応急対策
活動

外国人に対する
災害情報の伝達
に関すること。

外国人に対す
る災害情報の
伝達の総括に
関すること
外国人に対す
る災害情報の
伝達の臨時災
害相談室の開
設に関するこ
と
男女共同参画
班及び秘書広
報班との連絡
調整

随時 該当なし

統括調整部衛
生・災害廃棄物
対策班班の応急
対策活動の習熟

統括調整部衛
生・災害廃棄
物対策班班で
の訓練・研修
等の実施

２回

888
災害応急対策
活動

各種災害協定等
に基づく各班と
の連携

各班との連携 随時 該当なし

888 総 庁内共通事務

庁内共通事務の
とりまとめや庁
内外の照会回答
を行う。

職員

定
例
定
型

なし


